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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第63期

第２四半期

連結累計期間

第64期

第２四半期

連結累計期間

第63期

第２四半期

連結会計期間

第64期

第２四半期

連結会計期間

第63期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年９月30日

自　平成21年４月１日

至　平成21年９月30日

自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日

売上高 （百万円） 61,574 34,078 36,303 19,843 111,405

経常利益又は経常損失
（△）

（百万円） 3,306 △3,938 677 △1,745 103

四半期純利益又は四半期
（当期）純損失（△）

（百万円） 730 △4,289 △391 △1,495 △7,092

純資産額 （百万円） － － 154,690138,842143,814

総資産額 （百万円） － － 213,463175,849180,875

１株当たり純資産額 （円） － － 2,301.032,077.692,152.08

１株当たり四半期純利益
金額又は四半期（当期）
純損失金額（△）

（円） 10.82 △64.19 △5.79 △22.38 △105.43

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 72.5 79.0 79.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 2,100 6,681 － － △5,229

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △643 △3,873 － － △2,584

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △672 6,648 － － △704

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） － － 42,604 41,318 31,897

従業員数 （名） － － 2,548 2,263 2,471

(注) １　売上高には消費税等を含んでおりません。

２　第63期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

３　第64期第２四半期連結累計期間、第63期第２四半期連結会計期間、第64期第２四半期連結会計期間及び第63期

の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については１株当たり四半期（当期）純損失であるた

め、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 2,263　

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数が当第２四半期連結会計期間において232名減少しておりますが、主として、希望退職の実施によるも

のであります。

　

　

(2)　提出会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 1,349　

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数が当第２四半期連結会計期間において160名減少しておりますが、主として、希望退職の実施によるも

のであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

　

　 　生産高(百万円) 前年同期比(％)

印刷機械製造及び販売部門 9,000 △63.6

修理加工及び中古製品販売部門 3,752 △23.2

合計 12,752 △56.9

(注) １　金額は平均販売価格で表示しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　受注実績

　当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

　

　 　受注高(百万円) 前年同期比(％)　受注残高(百万円)前年同期比(％)

印刷機械製造及び販売部門 12,626 △54.2 31,178 △48.7

修理加工及び中古製品販売部門 3,726 △30.7 1,177 △3.2

合計 16,352 △50.4 32,355 △47.8

(注) １　受注残高には、見込み受注分は含まれておりません。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3)　販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

　

　 　販売高(百万円) 前年同期比(％)

印刷機械製造及び販売部門 15,960 △48.5

修理加工及び中古製品販売部門 3,882 △26.7

合計 19,843 △45.3

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売高については総販売高の100分の10以上の相手先がないため記載を省略しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に異常な変動

等はなく、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」に重要な変動はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　　　該当事項はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

　当第２四半期連結会計期間の売上高は、前年同連結会計期間比45.3％減少の19,843百万円となりました。

地域別連結売上高の概況は次の通りであります。

地域別連結売上高の概況

（単位：百万円）

　

　

前第２四半期

連結会計期間

(20.7.1～20.9.30)

当第２四半期

連結会計期間

(21.7.1～21.9.30)

増減率（％）

売上高 36,303 19,843 △45.3％

内訳

国内 8,961 6,330 △29.4％

米州 10,604 2,565 △75.8％

欧州 8,652 6,273 △27.5％

アジア 5,976 4,088 △31.6％

その他地域 2,108 584 △72.3％

　

　昨年の金融危機に端を発した世界的経済収縮は、今年前半を底として一部の業界で回復の兆しが見られ

ましたが、印刷産業では世界的に縮小・低迷状態が続きました。

　

　国内では、印刷需要の回復が見られず、景気の不安定感もあるため、印刷産業では設備投資を延期する傾

向が続きました。このような状況下で、当社製品・サービスの受注と売上は、ともに前年同連結会計期間比

で減少し、売上高は前年同連結会計期間比29.4％減少の6,330百万円となりました。

　

　米州のうち、米国では、政府の景気刺激策により一部業種には回復傾向が見られたものの、金融収縮によ

る貸し渋りは継続し、景気の不透明感は続きました。４年に一度の国際印刷機材展「Print2009」がシカゴ

で９月に開催されましたが、回復実感のない印刷産業では設備投資への慎重姿勢が続きました。このよう

な状況下で、売上高は前年同連結会計期間比75.2％減少の1,927百万円となりました。中南米でも、印刷市

場の縮小、対円での現地通貨安、ファイナンス審査の厳格化・長期化が続き、印刷産業の設備投資は低調で

した。その結果、受注・売上ともに前年同連結会計期間比で大きく減少し、売上高は前年同連結会計期間比

77.5％減少の638百万円となりました。米州全体としては、売上高は前年同連結会計期間比75.8％減少の

2,565百万円となりました。

　

　欧州のうち、成熟市場の西欧先進諸国では、景気停滞が継続し、印刷産業の設備投資意欲は低調に推移し

ました。これまで成長市場であった中・東欧及び周辺諸国でも、金融危機による通貨下落と信用収縮で、設

備投資のファイナンスが困難な状態が続きました。その結果、売上高は、西欧諸国と中・東欧及び周辺諸国

の双方において前年同連結会計期間を下回り、全体では前年同連結会計期間比27.5％減少の6,273百万円

となりました。

　

　アジアのうち、中華圏では、中国政府の景気振興策を背景として、５月に北京で開催された

「CHINA PRINT2009」以降、内需向け印刷市場を対象とする新しい顧客層からの商談が活発化し、受注は大

幅な回復基調となりました。一方売上は、前期第３・第４四半期の受注低迷を反映して、前年同連結会計期
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間を大きく下回りました。また、韓国・アセアン・インドなどその他のアジア地域では、世界経済停滞、金

融収縮、通貨下落の影響が継続し、受注・売上ともに前年同連結会計期間を大きく下回りました。その結

果、アジア全体では、売上高は前年同連結会計期間比31.6％減少の4,088百万円となりました。

　

　その他地域では、オセアニア・中近東の両地域ともに、印刷産業の設備投資は低迷し、売上高は前年同連

結会計期間比72.3％減少の584百万円となりました。

　

　一方費用面では、前連結会計期間後半より実施してきたLAWプロジェクトによるコスト削減は、ほぼ計画

どおり進捗していますが、予想を上回る大幅な製造固定費率のアップ、市場での競争激化による販売価格

の下落、為替の円高基調の継続等により、売上原価率は前年同連結会計期間比で9.3ポイント悪化し75.0％

となりました。また、販売費及び一般管理費の削減にも鋭意取組んでまいりましたが、売上高の大幅な減少

による売上総利益の減少をカバーすることは出来ませんでした。

　

　以上の結果、営業損益は、前年同連結会計期間が3,343百万円の営業利益であったのに比べ、当第２四半期

連結会計期間は1,200百万円の営業損失となりました。経常損益は、前年同連結会計期間の為替差損2,804

百万円が、当第２四半期連結会計期間では、691百万円にとどまったものの、前年同連結会計期間が677百万

円の経常利益であったのに比べ1,745百万円の経常損失となりました。四半期純損失は、前年同連結会計期

間が391百万円であったのに比べ、1,104百万円損失が増加し当第２四半期連結会計期間では、1,495百万円

の純損失となりました。

　

　なお、当社グループの事業は印刷機械の製造、販売並びに修理加工等を行なっており、単一のセグメント

に基づいておりますので、事業の種類別セグメント情報は開示しておりません。

　

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

　所在地セグメントの日本には、日本の国内売上と日本から海外の代理店地域への直接売上が計上され

ております。同代理店地域には、香港・台湾を除くアジア（中国本土、アセアン、インド等）と中南米等

が含まれております。上記記載のそれぞれの地域での業績を反映した結果、所在地セグメントの日本の

売上高は12,714百万円（前年同連結会計期間比57.3％減）となり、営業損失は1,245百万円（前年同連

結会計期間は3,323百万円の営業利益）となりました。

②米州

　所在地セグメントの米州には、米国の販売子会社の売上が計上されております。地域別売上高の概況

で述べました米国の状況の結果、売上高は1,935百万円（前年同連結会計期間比71.9％減）となり、営

業損失は779百万円（前年同連結会計期間は128百万円の営業利益）となりました。

③欧州

　所在地セグメントの欧州には、欧州の販売子会社及び生産子会社の売上が計上されております。地域

別売上高の概況で述べました欧州の状況の結果、売上高は7,016百万円（前年同連結会計期間比34.7％

減）となりましたが、販売費及び一般管理費の削減により営業利益は43百万円（前年同連結会計期間

は183百万円の営業損失）となりました。

④その他地域

　所在地セグメントのその他地域には、香港、台湾及びオーストラリアの販売子会社の売上が計上され

ております。地域別売上高の概況で述べましたアジアとその他地域の状況の結果、合計としての売上高

EDINET提出書類

株式会社小森コーポレーション(E01667)

四半期報告書

 6/38



は857百万円（前年同連結会計期間比60.4％減）となり営業損失は22百万円（前年同連結会計期間は

83百万円の営業利益）となりました。

　

(2)　財政状態の分析

（総資産）

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ5,025百万円減少（2.8％減）

し、175,849百万円となりました。資産の主な減少要因は、売上減少に伴う受取手形及び売掛金の減少9,539

百万円、生産調整に伴う棚卸資産の減少6,510百万円等であり、主な増加要因は、長期預金と現金及び預金

の合算比較での増加9,579百万円、つくば第三期工事等の増加3,071百万円、株式市況回復による投資有価

証券の増加1,231百万円等です。

（負債及び純資産）

　当第２四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ53百万円減少（0.1％減）し、

37,007百万円となりました。負債の主な増加要因は、長・短期借入金の増加7,816万円等であり、主な減少

要因は、支払手形及び買掛金の減少5,172百万円、債務保証損失引当金の減少497百万円、未払法人税等の減

少312百万円等です。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ4,971百万円減少（3.5％減）し、138,842百万円となりました。純資産

の減少要因は利益剰余金の減少5,625百万円であり、主な増加要因はその他有価証券評価差額金の増加781

百万円等です。

（自己資本比率）

　当第２四半期連結会計期間末における自己資本比率は、前連結会計年度末の79.5％から0.5ポイント減少

し79.0％となりました。

（１株当たり純資産額）

　当第２四半期連結会計期間末における１株当たり純資産額は前連結会計年度末の2,152.08円から

2,077.69円（74.39円の減少）となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

　営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同連結会計期間比で5,025百万円増加し、7,570百万円の資金

増加となりました。資金増加の主な内訳は、売上債権の減少額2,568百万円、棚卸資産の減少額4,261百万

円、仕入債務の増加額384百万円、法人税等の還付額1,886百万円等であり、資金減少の主な内訳は税金等調

整前四半期純損失1,989百万円等であります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同連結会計期間が787百万円の資金減少であったものが当連

結会計期間2,517百万円減少し、3,304百万円の資金減少となりました。主な資金減少は、有形及び無形固定

資産の取得による支出3,392百万円であります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同連結会計期間が346百万円の資金増加であったものが当連

結会計期間は4,566百万円増加し、4,912百万円の資金増加となりました。主な資金増加は、長期借入れによ

る収入5,836百万円であり、主な資金減少は、短期借入金の純減額874百万円であります。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、当第１四半期連結会計期間末

に比べ8,973百万円増加し、41,318百万円（前年同連結会計期間末比3.0％減）となりました。
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(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めており、その内容

等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次の通りであります。

　

　１．基本方針の内容

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念、企業価値のさまざまな源泉、

当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。

　上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が原則であり、当社の財務及び事業

の方針の決定を支配する者の在り方についても、当社株式の自由な取引により決定されることを基本とし

ております。従いまして、当社株式の大規模な買付行為等についても一概に否定するものではなく、買付提

案に応じるか否かの判断は、株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。

　しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大

規模買付提案またはこれに類似する行為を強行する動きが現れ始めております。これら株式の大規模な買

付提案の中には、あきらかに濫用目的によるものや、株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるも

の等、企業価値・株主共同の利益を毀損する重大なおそれをもたらす者も想定されます。

　このような買付提案を行う者は、当社財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると判

断します。

　

　２．基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は、大正12年の創業以来、印刷機械システムの専業メーカーとして、品質と信頼を至上とするものづ

くりの原点にこだわり、世界各国へ高品質・高性能の印刷機械システムを提供しております。

　当社の経営理念は、『顧客感動企業』の実現を目指すことです。『顧客感動企業』とは、「顧客感動創造

活動」を通じて、

① 世界中のお客様に感動していただける商品とサービスを提供し続けることにより、社会文化の発展

に寄与する。

② 環境の保全と企業倫理を重視し、人間性を尊重した企業を目指す。

③ ＫＯＭＯＲＩで働く私たち全員が能力を発揮し、やりがいのある組織活動を通じて、成長し続ける

元気のある企業を目指す。

の三項目を実現することです。

　このため、当社は、平成15年10月から「第Ⅰ期中期経営計画」をスタートさせ、「収益力の向上」と「財

務体質の強化」を主軸に全力で取組んでまいりました。これらの一環として「世界一の印刷機械生産体制

の構築」を目的に建設した「つくばプラント」が平成17年12月より本格稼動いたしました。これにより、

受注増に合わせた増産対応を可能とするとともに、卓越した製品の提供、納期への一層柔軟な対応が可能

となりました。「第Ⅰ期中期経営計画」の成果と課題を踏まえて平成18年４月から「第Ⅱ期中期経営計

画」をキックオフしております。本中期経営計画においては、更なる飛躍のための基本戦略として①卓越

した製品とサービスの創造と提供、②グローバル企業としての人材育成とマネージメントシステムの構

築、③収益基盤の確立と財務体質の強化を掲げております。これにより世界に通じるブランド力を構築し、

将来に向けた当社の企業価値向上を図ってまいります。
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　また、当社は長期的展望に立ち、経営基盤の充実と将来の事業拡大のための内部留保の確保を念頭におき

ながら、株主の皆様に対し、安定した利益還元を継続的に行うことを最重要課題の一つと認識しておりま

す。この方針のもと、配当は当期純利益（連結）の30％の配当性向を目指して努力していきたいと考えて

おります。また自己株式の取得についても株主価値向上を通じた株主還元として、適宜実施したいと考え

ております。

　当社は今後もオフセット印刷機械のリーディングカンパニーとして『顧客感動企業』の実現を目指し、

ブランド力の向上と企業価値・株主共同の利益向上に向け経営陣・社員一丸となって取組んでまいりま

す。

　

　３．基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み

　当社は、平成19年４月23日開催の取締役会において「当社株券等の大規模買付行為に関する対応策」

（以下、「本プラン」といいます。）の導入を決議し、平成19年６月26日開催の第61回定時株主総会におけ

る承認をもって、同日本プランは発効いたしました。

　本プランは、当社株式に対して大規模な買付行為等が行われた場合に、株主の皆様が適切な判断をするた

めに、必要な情報や時間を確保し、買付者等との交渉等が一定のルール（以下、「大規模買付ルール」とい

います。）に従って行われることが企業価値ひいては株主共同の利益に合致すると考えます。従い、基本方

針に照らして不適切な者によって大規模買付行為がなされた場合、対抗措置を取ることにより大規模買付

行為に対抗する場合があります。

　この対抗措置の発動に先立ち、取締役会は独立委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮問し、独立

委員会は当社の企業価値・株主共同の利益向上の観点から当社取締役会に対し対抗措置を発動すること

についての勧告を行います。独立委員会の委員は３名で、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業

務執行を行う経営陣から独立している社外監査役２名、社外有識者１名で構成されています。

　本プランの対象となる当社株券等の買付とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを

目的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当

社株券等の買付行為をいいます。　

　大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、大規模買付行為または大規模買付行為の提案

に先立ち、当社の定める書式による意向表明書を当社取締役会に提出していただきます。当社取締役会は、

意向表明書を受領した日から10営業日以内に、大規模買付者に対して、大規模買付行為に関する情報とし

て当社取締役会への提出を求める事項について記載した書面を交付し、大規模買付者には、当該書面に従

い、大規模買付行為に関する情報（以下「評価必要情報」といいます。）を当社取締役会が適切と判断す

る期限までに当社取締役会に書面にて提出していただきます。

　当社取締役会は、大規模買付行為を評価・検討するための必要十分な評価必要情報が大規模買付者から

提出されたと判断した場合には、その旨の通知を大規模買付者に発送するとともに、その旨を開示いたし

ます。

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対

であったとしても、当該買付提案について反対意見を表明したり、代替案を提示するに留め、原則として当

該大規模買付行為に対する対抗措置は取りません。但し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著し

く損なうと判断される場合には、当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の

発動を決定することができるものとします。

　一方、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、具体的な買付方法の如何にかかわら

ず、当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置を取ることにより大規模買付行

為に対抗する場合があります。
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　本プランの有効期限は、平成22年６月30日までに開催される当社第64回定時株主総会の終結の時までで

すが、①当社株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、または、②当社取締役会によ

り本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で本プランは廃止されるものとします。

　

　４．具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　① 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した企業価値・株主共同の利益の確保ま

たは向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の

原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足しています。

　② 株主共同の利益を損なうものではないこと

　本プランは、当社株券等に対する買付け等がなされた際に、当該買付に応じるべきか否かを株主の皆様が

判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様の

ために買付者等と交渉を行う等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保

し、向上させるという目的をもって導入されるものです。

　③ 株主意思を反映するものであること

　当社は平成19年６月26日に開催した当社定時株主総会において、本プランに関する株主の皆様のご意思

をご確認させていただくため、本プランについて議案としてお諮りし原案通り承認決議いただきましたの

で、株主の皆様のご意向が反映されたものとなっております。　　　

　④ 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　本プランにおける対抗措置の発動は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員で構成される

独立委員会へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重するものとされており、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益に適うように本プランの透明な運用を担保するための手続も確保されております。

　

(5)　研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は1,012百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、当第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

なお、当第１四半期連結会計期間末に計画中であった、つくばプラントと関宿プラントの統合による効

率化のためのつくばプラント第三期設備投資計画の工場増築は平成21年９月の完了予定でしたが、10月

の工事完了となりました。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 295,500,000

計 295,500,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成21年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 68,292,340 68,292,340

東京証券取引所
（市場第一部）
大阪証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株

計 68,292,340 68,292,340－ －

（注）平成21年８月24日の取締役会決議により、大阪証券取引所市場第一部に上場していた普通株式の上

場廃止申請を行い、平成21年10月９日付けで大阪証券取引所を上場廃止となっております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

 
平成21年９月30日
 

― 68,292,340 ― 37,714 ― 37,797
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(5) 【大株主の状況】

平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-11 6,500 9.52

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11-3 6,274 9.19

資産管理サービス信託銀行株式会
社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-12　晴海アイラン
ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟

2,783 4.08

株式会社アデスカンパニー 東京都大田区田園調布3丁目18-15 2,206 3.23

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2丁目1-1 2,037 2.98

小森紀子 東京都渋谷区 1,872 2.74

有限会社コモリエステート 東京都港区南青山6丁目8-8-801 1,800 2.64

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目6-6 1,065 1.56

小森善治 東京都港区 1,032 1.51

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地7丁目18-24 1,030 1.51

計 ― 26,601 38.95

（注）１ 上記のほか株主名簿上当社名義となっている自己株式が1,467千株あり、発行済株式総数に対する

所有株式数の割合は2.15％であります。

　

      ２ バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社及びその関連会社である他２社から平成21

年３月27日付で大量保有報告書（変更報告書）の提出があり、平成21年３月23日現在で以下の株式

を共同保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末の実質所有

株式数の確認ができておりませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。

　　　　 なお、当該変更報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

バークレイズ・グローバル・イ

ンベスターズ株式会社
東京都渋谷区広尾1丁目1-39 2,089 3.06

バークレイズ・グローバル・イ

ンベスターズ、エヌ・エイ

米国　カリフォルニア州　サンフランシスコ市

　ハワード・ストリート400
1,082 1.59

バークレイズ・グローバル・イ

ンベスターズ・リミテッド

英国　ロンドン市　ロイヤル・ミント・コート

1
132 0.19

計 ― 3,304 4.84
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　　　３ ゴールドマン・サックス証券株式会社の関連会社である共同保有者２社から平成21年３月５日付で大

量保有報告書（変更報告書）の提出があり、平成21年２月27日現在で以下の株式を共同保有してい

る旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末の実質所有株式数の確認がで

きておりませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。

　　　　 なお、当該変更報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

ゴールドマン・サックス・ア

セット・マネジメント,エル.

ピー.

32 Old Slip, New York, New York,

 10005 U.S.A.
1,546 2.26

ゴールドマン・サックス・ア

セット・マネジメント株式会社
東京都港区六本木6丁目10-1 1,459 2.14

計 ― 3,006 4.40

　

　　　４ ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社から平成19年７月５日付で大量保有報告書（変更

報告書）の提出があり、平成19年６月29日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けており

ますが、当社として当第２四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりませんので、上

記「大株主の状況」には含めておりません。

　　　　 なお、当該変更報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

ソシエテジェネラルアセットマ

ネジメントインターナショナル

リミテッド

9th Floor,Exchange House, Primrose

Street, London EC2A 2EF,United Kingdom
2,733 3.89

　

　　　５ 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及びその関連会社２社から平成19年10月15日付で大量保有報告書の提出

があり、平成19年10月８日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けておりますが、当

社として当第２四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記「大株主

の状況」には含めておりません。

　　　　 なお、大量保有報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2－7－1 462 0.66

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1－4－5 3,952 5.62

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内1－4－5 111 0.16

計 ― 4,525 6.44
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　　　６ 日本生命保険相互会社及びその関連会社１社から平成21年10月７日付で大量保有報告書の提出があ

り、平成21年９月30日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して当第２四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記「大株主の状

況」には株主名簿上の所有株式数を記載しております。

　　　　 なお、大量保有報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋3-5-12 2,082 3.05

ニッセイアセットマネジメント

株式会社
東京都千代田区丸の内1-6-6 1,602 2.35

計 ― 3,684 5.39
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(6) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 　

－ －
　普通株式 1,467,000

完全議決権株式（その他） 　普通株式 66,776,300667,763 －

単元未満株式 　普通株式 49,040 － －

発行済株式総数 　 68,292,340－ －

総株主の議決権 　 － 667,763 －

(注) 　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式61株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数割合
(％)

（自己保有株式） 東京都墨田区吾妻橋 　 　 　 　

㈱小森コーポレーション ３丁目11番１号 1,467,000 － 1,467,000 2.15

計 － 1,467,000 － 1,467,000 2.15

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 989 1,147 1,258 1,193 1,132 1,200

最低(円) 811 902 1,092 967 1,010 1,069

(注)　株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであ

ります。

　

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役兼常務執

行役員
つくばプラント長

常務取締役兼常務執

行役員
生産本部長 國友　和 平成21年９月16日

取締役兼執行役員
つくば副プラント長

兼ＫＧＣ管掌
取締役兼執行役員 技術本部長 斉藤一徳 平成21年９月16日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月

１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表について、あらた監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期
連結会計期間末

(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 45,546 31,967

受取手形及び売掛金 24,185 33,725

有価証券 1,180 1,338

商品及び製品 24,769 30,162

仕掛品 8,016 8,345

原材料及び貯蔵品 6,723 7,511

その他 6,664 9,360

貸倒引当金 △542 △604

流動資産合計 116,543 121,807

固定資産

有形固定資産 ※１
 38,341

※１
 35,908

無形固定資産 1,495 1,254

投資その他の資産 ※３
 19,468

※３
 21,904

固定資産合計 59,305 59,067

資産合計 175,849 180,875

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,606 15,779

短期借入金 4,086 3,822

未払法人税等 117 429

債務保証損失引当金 1,764 2,261

その他の引当金 1,768 2,251

その他 9,177 10,957

流動負債合計 27,520 35,501

固定負債

長期借入金 7,552 －

引当金 785 822

その他 1,149 736

固定負債合計 9,486 1,559

負債合計 37,007 37,060

純資産の部

株主資本

資本金 37,714 37,714

資本剰余金 37,797 37,797

利益剰余金 66,159 71,785

自己株式 △2,445 △2,444

株主資本合計 139,226 144,852

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 980 199

為替換算調整勘定 △1,365 △1,238

評価・換算差額等合計 △384 △1,038

純資産合計 138,842 143,814

負債純資産合計 175,849 180,875
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 61,574 34,078

売上原価 40,079 26,102

割賦販売未実現利益戻入額 30 29

割賦販売未実現利益繰入額 － 33

売上総利益 21,525 7,971

販売費及び一般管理費 ※１
 17,760

※１
 11,720

営業利益又は営業損失（△） 3,765 △3,749

営業外収益

受取利息 197 35

受取配当金 145 99

助成金収入 － 198

その他 268 289

営業外収益合計 610 624

営業外費用

支払利息 56 117

訴訟和解金 － 114

為替差損 818 442

その他 195 139

営業外費用合計 1,069 813

経常利益又は経常損失（△） 3,306 △3,938

特別利益

固定資産売却益 8 1

貸倒引当金戻入額 9 －

特別利益合計 17 1

特別損失

固定資産売却損 － 6

固定資産除却損 16 51

投資有価証券評価損 676 32

事業構造改善引当金繰入額 157 ※２
 59

事業構造改善費用 － ※３
 832

特別損失合計 849 981

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

2,474 △4,918

法人税、住民税及び事業税 2,723 90

法人税等調整額 △980 △720

法人税等合計 1,743 △629

四半期純利益又は四半期純損失（△） 730 △4,289
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 36,303 19,843

売上原価 23,852 14,878

割賦販売未実現利益戻入額 15 14

割賦販売未実現利益繰入額 － 0

売上総利益 12,465 4,979

販売費及び一般管理費 ※１
 9,122

※１
 6,179

営業利益又は営業損失（△） 3,343 △1,200

営業外収益

受取利息 111 19

受取配当金 5 6

助成金収入 － 86

還付加算金 － 62

その他 151 109

営業外収益合計 267 284

営業外費用

支払利息 44 75

為替差損 2,804 691

その他 84 63

営業外費用合計 2,933 829

経常利益又は経常損失（△） 677 △1,745

特別利益

固定資産売却益 4 0

貸倒引当金戻入額 39 －

特別利益合計 43 0

特別損失

固定資産除却損 6 50

投資有価証券評価損 628 －

事業構造改善引当金繰入額 157 ※２
 17

事業構造改善費用 － ※３
 175

特別損失合計 792 243

税金等調整前四半期純損失（△） △70 △1,989

法人税、住民税及び事業税 13 △13

法人税等調整額 307 △480

法人税等合計 320 △494

四半期純損失（△） △391 △1,495
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

2,474 △4,918

減価償却費 1,487 1,219

貸倒引当金の増減額（△は減少） 98 2

賞与引当金の増減額（△は減少） △15 △148

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3 △43

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △30 －

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） － △48

受取利息及び受取配当金 △342 △135

支払利息 56 117

為替差損益（△は益） 697 612

投資有価証券売却損益（△は益） △1 17

投資有価証券評価損益（△は益） 676 32

保険返戻金 △12 △3

売上債権の増減額（△は増加） 12,677 8,114

たな卸資産の増減額（△は増加） △9,203 5,625

仕入債務の増減額（△は減少） △1,187 △5,001

未収消費税等の増減額（△は増加） △1,079 －

その他 △786 △445

小計 5,502 4,994

利息及び配当金の受取額 345 135

利息の支払額 △56 △107

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △3,691 1,657

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,100 6,681

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △274 △293

定期預金の払戻による収入 335 284

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,111 △3,948

有形及び無形固定資産の売却による収入 91 47

有価証券の償還による収入 300 －

投資有価証券の取得による支出 △120 △10

投資有価証券の売却による収入 17 25

貸付金の回収による収入 48 45

その他の支出 △509 △254

その他の収入 578 229

投資活動によるキャッシュ・フロー △643 △3,873

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,559 315

長期借入れによる収入 － 7,779

長期借入金の返済による支出 △124 △0

リース債務の返済による支出 △127 △108

自己株式の純増減額（△は増加） △627 △0

配当金の支払額 △1,352 △1,336

財務活動によるキャッシュ・フロー △672 6,648

現金及び現金同等物に係る換算差額 △279 △34

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 504 9,421

現金及び現金同等物の期首残高 42,100 31,897

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 42,604

※１
 41,318
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【継続企業の前提に関する注記】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第２四半期連結累計期間において「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「事業構
造改善引当金の増減額（△は減少）」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記すること
としており前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「事業
構造改善引当金の増減額（△は減少）」は157百万円であります。

　前第２四半期連結累計期間において区分掲記していた、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「未収消費税
等の増減額（△は支払）」は重要性に乏しいため、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含んで
表示しております。なお、当第２四半期連結累計期間は「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に105
百万円含まれております。

 

　

　

当第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

　前第２四半期連結会計期間において「営業外収益」の「その他」に含めていた「還付加算金」は重要性が増加し
たため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしており前第２四半期連結会計期間の「営業外収益」
の「その他」に含まれる「還付加算金」は５百万円であります。
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【簡便な会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

（1）一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がない

と認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

 

（2）棚卸資産の評価方法

　当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚

卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。

 

（3）固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。

 

（4）経過勘定項目の算定方法

　固定費的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅少のものについては、合理的な算定方法による概算額

で計上する方法によっております。

 

（5）法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方

法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境、及び一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングを利用する方法によっております。

 

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成21年９月30日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 40,919百万円

 

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 40,647百万円

 

 

２　偶発債務

 

２　偶発債務

　保証債務

取引先機械購入資金借入・リー
ス債務他

　

　共立印刷㈱
他国内顧客216件

9,058百万円

　Wall&Dalholm社
他海外顧客275件

4,982百万円

　計 14,040百万円

(上記のうち外貨による保証債務)

36,648千米ドル　(3,306百万円)

4,157千ユーロ　　(547百万円)

120千英ポンド　 (17百万円)

3,316千加ドル　　(276百万円)

 

　保証債務

取引先機械購入資金借入・リー
ス債務他

　

　共立印刷㈱
他国内顧客231件

10,138百万円

　レオンスデュプレ社
他海外顧客482件

4,911百万円

　計 15,050百万円

(上記のうち外貨による保証債務)

37,902千米ドル　(3,723百万円)

6,404千ユーロ　　(831百万円)

120千英ポンド　 (16百万円)

3,723千加ドル　　(290百万円)

 

　 　

※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産　　　　　　　　　821百万円

※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産　　　　　　　　　763百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

従業員給料賃金手当 3,210百万円

販売出荷費 3,073百万円

製品保証引当金繰入額 539百万円

賞与引当金繰入額 19百万円

販売促進引当金繰入額 16百万円

役員退職慰労引当金繰入額 83百万円

役員賞与引当金繰入額 30百万円

貸倒引当金繰入額 27百万円

債務保証損失引当金繰入額 348百万円

減価償却費 280百万円

研究開発費 3,014百万円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

　従業員給料賃金手当 2,498百万円

　販売出荷費 1,680百万円

　製品保証引当金繰入額 295百万円

　賞与引当金繰入額 182百万円

　貸倒引当金繰入額 13百万円

　債務保証損失引当金繰入額 270百万円

　減価償却費 243百万円

　研究開発費 1,976百万円

 

――――― ※２　事業構造改善引当金繰入額

　当社及び国内連結子会社の希望退職者の募集によ
り、今後発生が見込まれる損失（特別加算金及び再就
職支援等）に備えるため、損失見込み額を59百万円計
上しております。

――――― ※３　事業構造改善費用

　当社及び国内連結子会社の希望退職者の募集及び海
外連結子会社で発生した損失（特別加算金及び再就
職支援等）を771百万円、国内連結子会社の大量退職
に伴う未認識数理計算上の差異等の一部処理額を60
百万円計上しております。

　 　

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日

　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

従業員給料賃金手当 1,590百万円

販売出荷費 1,791百万円

製品保証引当金繰入額 379百万円

賞与引当金繰入額 7百万円

販売促進引当金繰入額 15百万円

役員退職慰労引当金繰入額 0百万円

役員賞与引当金繰入額 15百万円

貸倒引当金繰入額 5百万円

債務保証損失引当金繰入額 194百万円

減価償却費 140百万円

研究開発費 1,472百万円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

　従業員給料賃金手当 1,184百万円

　販売出荷費 974百万円

　製品保証引当金繰入額 192百万円

　賞与引当金繰入額 101百万円

　貸倒引当金繰入額 8百万円

　債務保証損失引当金繰入額 131百万円

　減価償却費 121百万円

　研究開発費 1,012百万円

 

――――― ※２　事業構造改善引当金繰入額

　当社英国支店の希望退職者の募集により、今後発生
が見込まれる損失（特別加算金等）に備えるため、損
失見込み額を17百万円計上しております。

――――― ※３　事業構造改善費用

　当社（英国支店を含む）及び国内連結子会社の希望
退職者の募集及び海外連結子会社で発生した損失
（特別加算金及び再就職支援等）を114百万円、国内
連結子会社の大量退職に伴う未認識数理計算上の差
異等の一部処理額を60百万円計上しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

※１現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年９月30日現在)

※１現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

現金及び預金勘定 42,341百万円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金　

△1,607百万円

有価証券勘定（譲渡性預金） 1,870百万円

現金及び現金同等物 42,604百万円

　

現金及び預金勘定 45,546百万円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金　

△5,398百万円

有価証券勘定（譲渡性預金） 1,170百万円

現金及び現金同等物 41,318百万円

　

　 　

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　

至　平成21年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末

　普通株式 （株） 68,292,340

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末

　普通株式 （株） 1,467,061

　

３　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月23日
定時株主総会

普通株式 1,336 20平成21年３月31日平成21年６月24日利益剰余金

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年10月30日
取締役会

普通株式 668 10平成21年９月30日平成21年11月30日利益剰余金
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　

当社グループの事業は印刷機械の製造、販売並びに修理加工等を行なっており、単一のセグメントに基づ

いております。このため事業の種類別セグメント情報は開示しておりません。

　

　

　前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　

当社グループの事業は印刷機械の製造、販売並びに修理加工等を行なっており、単一のセグメントに基づ

いております。このため事業の種類別セグメント情報は開示しておりません。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　

　
日本

(百万円)

米州

(百万円)

欧州

(百万円)

その他地域

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
売上高

16,6376,86810,6432,15236,303 － 36,303

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

13,167 23 96 12 13,298（13,298） －

計 29,8046,89210,7402,16449,602（13,298）36,303

営業利益又は
営業損失（△）

3,323 128 △183 83 3,352 （8） 3,343

(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

①　国又は地域の区分の方法 ……………………地理的近接度によっております。

②　各区分に属する主な国又は地域 ……………米州：アメリカ合衆国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 欧州：オランダ・イギリス・フランス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 その他地域：香港・台湾・オーストラリア

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　

　
日本

(百万円)

米州

(百万円)

欧州

(百万円)

その他地域

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
売上高

10,2231,8086,970 840 19,843 － 19,843

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

2,491 126 45 17 2,681（2,681） －

計 12,7141,9357,016 857 22,524（2,681）19,843

営業利益又は
営業損失（△）

△1,245△779 43 △22 △2,003 803△1,200

(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

①　国又は地域の区分の方法 ……………………地理的近接度によっております。

②　各区分に属する主な国又は地域 ……………米州：アメリカ合衆国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 欧州：オランダ・イギリス・フランス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 その他地域：香港・台湾・オーストラリア
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前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　

　
日本

(百万円)

米州

(百万円)

欧州

(百万円)

その他地域

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
売上高

28,2009,54219,2734,55961,574 － 61,574

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

27,113 45 192 17 27,368（27,368） －

計 55,3139,58719,4654,57688,942（27,368）61,574

営業利益又は
営業損失（△）

5,847△222 △519 50 5,156（1,390） 3,765

(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

①　国又は地域の区分の方法 ……………………地理的近接度によっております。

②　各区分に属する主な国又は地域　　　　　 米州：アメリカ合衆国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 欧州：オランダ・イギリス・フランス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 その他地域：香港・台湾・オーストラリア

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　

　
日本

(百万円)

米州

(百万円)

欧州

(百万円)

その他地域

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
売上高

17,2214,01711,1291,70934,078 － 34,078

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

6,235 138 209 33 6,616（6,616） －

計 23,4574,15611,3381,74240,695（6,616） 34,078

営業利益又は
営業損失（△）

△3,344△1,284△465 0 △5,094 1,344△3,749

(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

①　国又は地域の区分の方法 ……………………地理的近接度によっております。

②　各区分に属する主な国又は地域　　　　　 米州：アメリカ合衆国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 欧州：オランダ・イギリス・フランス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 その他地域：香港・台湾・オーストラリア
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　

　 米州 欧州 アジア その他地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 10,604 8,652 5,976 2,108 27,341

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － － 36,303

Ⅲ　連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

29.2 23.8 16.5 5.8 75.3

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

①　国又は地域の区分の方法 ……………………地理的近接度によっております。

②　各区分に属する主な国又は地域 ……………米州：アメリカ合衆国・カナダ・ブラジル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 欧州：オランダ・イギリス・フランス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 アジア：中国・香港・台湾

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　

　 米州 欧州 アジア その他地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 2,565 6,273 4,088 584 13,512

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － － 19,843

Ⅲ　連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

12.9 31.6 20.6 2.9 68.1

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

①　国又は地域の区分の方法 ……………………地理的近接度によっております。

②　各区分に属する主な国又は地域 ……………米州：アメリカ合衆国・カナダ・ブラジル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 欧州：オランダ・イギリス・フランス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 アジア：中国・香港・台湾
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前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　

　 米州 欧州 アジア その他地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 14,497 16,15512,012 3,398 46,063

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － － 61,574

Ⅲ　連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

23.5 26.2 19.5 5.5 74.8

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

①　国又は地域の区分の方法 ……………………地理的近接度によっております。

②　各区分に属する主な国又は地域　　　　　 米州：アメリカ合衆国・カナダ・ブラジル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 欧州：オランダ・イギリス・フランス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 アジア：中国・香港・台湾

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　

　 米州 欧州 アジア その他地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 5,318 9,674 6,851 1,378 23,222

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － － 34,078

Ⅲ　連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

15.6 28.4 20.1 4.0 68.1

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

①　国又は地域の区分の方法 ……………………地理的近接度によっております。

②　各区分に属する主な国又は地域　　　　　 米州：アメリカ合衆国・カナダ・ブラジル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 欧州：オランダ・イギリス・フランス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 アジア：中国・香港・台湾

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成21年９月30日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

　

　 2,077.69円

　

　

　 2,152.08円

　

　 　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　
当第２四半期連結会計期間末

(平成21年９月30日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 138,842 143,814

普通株式に係る純資産額（百万円） 138,842 143,814

普通株式の発行済株式数（千株） 68,292 68,292

普通株式の自己株式数（千株） 1,467 1,466

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（千株）

66,825 66,825
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２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

 

１株当たり四半期純利益 10.82円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　　 －

 

１株当たり四半期純損失（△） △64.19円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　　 －

　 　

(注)　１.前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

２.当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については１株当たり四半期純損失で

あるため、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３.１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 730 △4,289

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）（百万円）

730 △4,289

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 67,562 66,825

　 　 　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日

　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

 

１株当たり四半期純損失（△） △5.79円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　　 －

 

１株当たり四半期純損失（△） △22.38円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　　 －

 

　 　

(注)　１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については１株当たり四半期純損失であるため、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

２.１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　

前第２四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日

　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

四半期純損失（△）（百万円） △391 △1,495

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △391 △1,495

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 67,514 66,825

　 　 　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第64期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）中間配当については、平成21年10月30日開催の

取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行

うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　668百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　 10円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成21年11月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月12日

株式会社小森コーポレーション

取締役会  御中

　

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    小沢 直靖 　　　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    大橋　佳之

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社小森コーポレーションの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結

会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日か

ら平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社小森コーポレーション及び連結子会

社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結

累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月13日

株式会社小森コーポレーション

取締役会  御中

　

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    小沢　直靖

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社小森コーポレーションの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結

会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社小森コーポレーション及び連結子会

社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結

累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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